
番号 76

　　　処　　　 分 　　　名

処　分　の　概　要

　　　根　拠　法　令　名

　　　条　　　　　　　　  項

　　　所　　　管　　　課 国保・年金課

　　　経由機関での処理期間 １週間

　　　所管課での処理期間 １ヶ月３週間

　　　標　準　処　理　期　間 計 ２ヶ月

判　断　基　準

審査基準及び標準処理期間整理個表

特別療養給付費の支給

申請に基づいて、審査基準に適合した場合に支給する。

国民健康保険法（昭和33年法律第192号）

第55条第1項

国民健康保険法施行規則第28条に該当するもの。

【根拠法令等】
国民健康保険法
第五十五条 　被保険者が第六条第七号に該当するに至つたためその資格を喪失した場合において、その資格を喪失
した際現に療養の給付、入院時食事療養費に係る療養、入院時生活療養費に係る療養、保険外併用療養費に係る療
養、訪問看護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養又は介護保険法 （平成九年法律第百二十三号）の規
定による居宅介護サービス費に係る指定居宅サービス（同法第四十一条第一項 に規定する指定居宅サービスをい
う。）（療養に相当するものに限る。）、特例居宅介護サービス費に係る居宅サービス（同法第八条第一項 に規定する居
宅サービスをいう。）若しくはこれに相当するサービス（これらのサービスのうち療養に相当するものに限る。）、地域密着
型介護サービス費に係る指定地域密着型サービス（同法第四十二条の二第一項 に規定する指定地域密着型サービ
スをいう。）（療養に相当するものに限る。）、特例地域密着型介護サービス費に係る地域密着型サービス（同法第八条
第十四項 に規定する地域密着型サービスをいう。）若しくはこれに相当するサービス（これらのサービスのうち療養に相
当するものに限る。）、施設介護サービス費に係る指定施設サービス等（同法第四十八条第一項 に規定する指定施設
サービス等をいう。）（療養に相当するものに限る。）、特例施設介護サービス費に係る施設サービス（同法第八条第二
十五項 に規定する施設サービスをいう。）（療養に相当するものに限る。）、介護予防サービス費に係る指定介護予防
サービス（同法第五十三条第一項 に規定する指定介護予防サービスをいう。）（療養に相当するものに限る。）若しくは
特例介護予防サービス費に係る介護予防サービス（同法第八条の二第一項 に規定する介護予防サービスをいう。）若
しくはこれに相当するサービス（これらのサービスのうち療養に相当するものに限る。）を受けていたときは、その者は、
当該疾病又は負傷及びこれによつて発した疾病について当該保険者から療養の給付、入院時食事療養費の支給、入
院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給
を受けることができる。
２ 　前項の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支
給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給は、次の各号のいずれかに該当するに至つたとき
は、行わない。
一 　当該疾病又は負傷につき、健康保険法第五章 の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生
活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給、移送費の支給、家族療養費の支給、家族訪
問看護療養費の支給又は家族移送費の支給を受けることができるに至つたとき。
二 　その者が、第六条第一号から第六号まで、第八号、第九号又は第十一号のいずれかに該当するに至つたとき。
三 　その者が、他の保険者の被保険者となつたとき。
四 　被保険者の資格を喪失した日から起算して六箇月を経過したとき。
３ 　第一項の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支
給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給は、当該疾病又は負傷につき、健康保険法第五
章 の規定による特別療養費の支給又は移送費の支給若しくは家族移送費の支給を受けることができる間は、行わな
い。
４ 　第一項の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支
給、訪問看護療養費の支給又は特別療養費の支給は、当該疾病又は負傷につき、介護保険法 の規定によりそれぞれ
の給付に相当する給付を受けることができる場合には、行わない。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



国民健康保険法施行規則
第二十八条　法第五十五条第一項の規定により被保険者の資格喪失後療養の給付、入院時食事療養費の
支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給
又は移送費の支給を受けようとする者は、資格喪失後十日以内に、次に掲げる事項を記載した特別療養給付
申請書を、保険者に提出しなければならない。
一　療養の給付、入院時食事療養費に係る療養、入院時生活療養に係る療養、保険外併用療養費に係る療
養、訪問看護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養又は介護保険法の規定による居宅介護サー
ビス費に係る指定居宅サービス(同法第四十一条第一項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。)(療
養に相当するものに限る。以下同じ。)、特例居宅介護サービス費に係る居宅サービス(同法第八条第一項に
規定する居宅サービスをいう。以下同じ。)若しくはこれに相当するサービス(これらのサービスのうち療養に相
当するものに限る。以下同じ。)、地域密着型介護サービス費に係る指定地域密着型サービス(同法第四十二
条の二第一項に規定する指定地域密着型サービスをいう。以下同じ。)(療養に相当するものに限る。以下同
じ。)、特例地域密着型介護サービス費に係る地域密着型サービス(同法第八条第十四項に規定する地域密
着型サービスをいう。以下同じ。)若しくはこれに相当するサービス(これらのサービスのうち療養に相当するも
のに限る。以下同じ。)、施設介護サービス費に係る指定施設サービス等(同法第四十八条第一項に規定する
指定施設サービス等をいう。以下同じ。)(療養に相当するものに限る。以下同じ。)、特例施設介護サービス費
に係る施設サービス(同法第八条第二十五項に規定する施設サービスをいう。以下同じ。)(療養に相当するも
のに限る。以下同じ。)、介護予防サービス費に係る指定介護予防サービス(同法第五十三条第一項に規定す
る指定介護予防サービスをいう。以下同じ。)(療養に相当するものに限る。以下同じ。)若しくは特例介護予防
サービス費に係る介護予防サービス(同法第八条の二第一項に規定する介護予防サービスをいう。以下同
じ。)若しくはこれに相当するサービス(これらのサービスのうち療養に相当するものに限る。以下同じ。)を受け
ていた者の氏名、住所及び生年月日並びに当該被保険者であつた者が退職被保険者等であつた場合にあ
つてはその旨
二　傷病名及び資格を喪失した際受けていた療養の給付、入院時食事療養費に係る療養、入院時生活療養
に係る療養、保険外併用療養費に係る療養、訪問看護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養又
は介護保険法の規定による居宅介護サービス費に係る指定居宅サービス、特例居宅介護サービス費に係る
居宅サービス若しくはこれに相当するサービス、地域密着型介護サービス費に係る指定地域密着型サービ
ス、特例地域密着型介護サービス費に係る地域密着型サービス若しくはこれに相当するサービス、施設介護
サービス費に係る指定施設サービス等、特例施設介護サービス費に係る施設サービス、介護予防サービス費
に係る指定介護予防サービス若しくは特例介護予防サービス費に係る介護予防サービス若しくはこれに相当
するサービスを受け始めた年月日
三　資格を喪失した際療養の給付、入院時食事療養費に係る療養、入院時生活療養費に係る療養、保険外
併用療養費に係る療養、訪問看護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養を受けていた保険医療
機関等若しくは訪問看護ステーション又は介護保険法の規定による居宅介護サービス費に係る指定居宅
サービス、特例居宅介護サービス費に係る居宅サービス若しくはこれに相当するサービス、地域密着型介護
サービス費に係る指定地域密着型サービス、特例地域密着型介護サービス費に係る地域密着型サービス若
しくはこれに相当するサービス、施設介護サービス費に係る指定施設サービス等、特例施設介護サービス費
に係る施設サービス、介護予防サービス費に係る指定介護予防サービス若しくは特例介護予防サービス費に
係る介護予防サービス若しくはこれに相当するサービスを受けていた同法第四十一条第一項に規定する指定
居宅サービス事業者の当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所、同法第四十二条第一項第二号に規
定する基準該当居宅サービス(以下この号において「基準該当居宅サービス」という。)を行う事業所、指定居
宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居宅サービス若しくはこれに相当するサービスを行う事業所、
同法第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者の当該指定に係る地域密着型サー
ビス事業を行う事業所、指定地域密着型サービス以外の地域密着型サービス若しくはこれに相当するサービ
スを行う事業所、同法第八条第二十四項に規定する介護保険施設、同法第五十三条第一項に規定する指定
介護予防サービス事業者の当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所、同法第五十四条第一項第
二号に規定する基準該当介護予防サービス(以下この号において「基準該当介護予防サービス」という。)を行
う事業所若しくは指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サービス以外の介護予防サービス若しくはこ
れに相当するサービスを行う事業所の名称及び所在地
四　現に療養の給付、入院時食事療養費に係る療養、入院時生活療養費に係る療養、保険外併用療養費に
係る療養、訪問看護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養を受けている保険医療機関等又は訪
問看護ステーションの名称及び所在地
五　被保険者証の記号番号
２　前項の規定による申請書が提出されたときは、保険者は、様式第二による特別療養証明書を、遅滞なく、
前項の者の属する世帯の世帯主又は組合員に交付しなければならない。ただし、前項の者が被保険者の資
格を喪失した際その世帯主又は組合員が前項の者に係る被保険者資格証明書の交付を受けていた場合は、
この限りでない。
３　第一項の者(前項ただし書の規定により特別療養証明書が世帯主又は組合員に交付されていない第一項
の者を除く。)は、自己の選定する保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に特別療養証明書を提出して
受けるものとする。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



４　被保険者の資格喪失後療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用
療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給を受ける者がその給付又は
支給を受けなくなつたときは、世帯主又は組合員は、遅滞なく、特別療養証明書を保険者に返還しなければ
ならない。
５　被保険者の資格喪失後療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用
療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給を受ける者の氏名又は住所
の変更があつたときは、世帯主又は組合員は、その旨及び変更の年月日を記載した届書に特別療養証明書
を添えて、五日以内に、保険者に提出しなければならない。ただし、世帯主又は組合員が第二項ただし書の
規定により特別療養証明書の交付を受けていない場合には、特別療養証明書を添えることを要しない。
６　世帯主又は組合員は、特別療養証明書を破り、よごし、又は失つたときは、ただちに申請書を保険者に提
出して、その再交付を申請しなければならない。
７　特別療養証明書を破り、よごした場合の前項の申請には、同項の申請書に、その特別療養証明書を添え
なければならない。
８　世帯主又は組合員は、特別療養証明書の再交付を受けた後、失つた特別療養証明書を発見したときは、
ただちに、発見した特別療養証明書を保険者に返還しなければならない。
９　世帯主又は組合員は、第二項ただし書の規定により特別療養証明書の交付を受けていない場合におい
て、令第一条の二(令第二十五条の二において準用する場合を含む。)に定める特別の事情があるときは、直
ちに、次に掲げる事項を記載した届書を、保険者に提出しなければならない。
一　世帯主又は組合員の氏名及び住所
二　保険料を納付することができない理由
１０　第五条の三第三項及び第五条の九第三項の規定は第九項の届出に、第五条の八第三項の規定は前項
の届出に準用する。
１１　保険者は、第九項又は第十項の規定による届書の提出を受けたときは、速やかに、様式第二による特別
療養証明書を世帯主又は組合員に交付しなければならない。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



手続の流れ
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支給 

愛媛県国民健康  

保険団体連合会 

審査依頼 

１週間 

１ヶ月３週間 

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。


